
２
月
16
日（
月
）▼
３
月
16
日（
月
）ま
で

町・県民税の申告受付と所得税の納税相談日

■所得税の納税相談で、事業所得、不動産所得、譲
渡所得、山林所得、住宅ローン（初年度）など
がある方は、開設期間中は、所得税の確定申告
会場（東松山市民文化センター）へお願いします。
また、納税相談の内容によって受付が困難と思
われるものは、東松山税務署の対応となる場合
があります。

■住宅ローン控除の延長・拡充
　住宅借入金等特別控除について、居住年の適用期
限が平成 25 年 12 月 31 日から平成 29 年 12 月 31 日
まで 4 年間延長されました。また、平成 26 年 4 月
以降に入居した場合には、控除限度額も拡充されて
います。

■上場株式等を譲渡した場合の軽減税率の廃止
　平成 21 年 1 月 1 日から平成 25 年 12 月 31 日まで
の間に、上場株式等を譲渡した場合の上場株式等の
譲渡所得等に係る 10％軽減税率（所得税７％、個
人住民税３％）の特例措置は、平成 25 年 12 月 31
日をもって廃止されました。
　平成 26 年 1 月 1 日以降は、本則税率の 20％（所
得税 15％、個人住民税５％）が適用されることに
なりました。

※個人住民税の住宅借入金等特別控除は、所得税額
から控除しきれない場合、限度額以下の範囲で
控除を受けることができます。

※平成 26 年 4 月から平成 29 年 12 月までの控除限
度額は、住宅の取得対価の額または費用の額に
含まれる消費税等の税額が８％または 10％であ
る場合の金額です。
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　平成 26 年中にお支払いになった ｢介護保険料｣
｢後期高齢者医療保険料｣ ｢国民健康保険税｣ ｢国民
年金保険料｣ は、社会保険料控除の対象となります。
　特別徴収者（年金からの徴収）は年金保険者発
行の源泉徴収票、普通徴収者（個人納付）は領収
書でご確認ください。口座振替の方は平成 26 年中
に振替された合計額となります。
　なお、介護保険のサービス利用（施設・居宅）が
ある場合、医療費控除の対象となる場合があります。

　介護保険法における要介護認定を受けた方は、申
請により障害者控除、特別障害者控除を受けられる
場合があります。詳しくは下記までご相談ください。
■問合せ　【介護保険・後期高齢者医療保険料】高
齢者支援課☎ 296－1210　【国民健康保険税】町民
課☎ 296－5891　【国民年金保険料】控除証明書専
用ダイヤル☎ 0570－070－117（IP 電話からは☎ 03
－6700－1130）

介護保険料などは社会保険料控除の対象に

介護保険法における要介護認定を受けた方へ
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得
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告
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受
付
は
、２
月
16
日
（
月
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か
ら
３
月
16
日
（
月
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ま
で
で
す
（
土
・
日
曜
日
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除
く
）。
申
告
は
、
町
・
県
民
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介
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収
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。
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。
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。
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給
与
所
得
者
は
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通
常
、
年
末

調
整
で
所
得
税
が
精
算
さ
れ
る
た

め
、
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告
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必
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は
あ
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せ
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が
、
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よ
う
な
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告
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し
て
く
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さ
い
。

①
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２
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控
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。
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■
開
設
期
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２
月
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日
（
月
）

～
３
月
16
日
（
月
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※
土
・
日

曜
日
を
除
き
ま
す
。

■
受
付
時
間　

午
前
９
時
～
午
後

４
時

※
こ
の
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間
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松
山
税
務
署
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庁
舎
で
は
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告
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っ
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せ
ん
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で
ご
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意
く
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。
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額
の
記
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漏
れ
に
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平
成
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か
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と
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税
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告
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。
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２
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４
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１
％
）
か
ら
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％
（
内
、
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費
税
１
・
７
％
）
に
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更
さ
れ
ま

し
た
。

　

こ
の
た
め
、
平
成
26
年
分
の
消

費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
確
定
申

告
書
を
作
成
す
る
た
め
に
は
、
帳

簿
等
に
お
い
て
課
税
取
引
を
事
前

に
適
用
税
率
ご
と
に
区
分
し
、
そ

れ
を
基
に
計
算
し
て
い
た
だ
く
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公
的
年
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受
給
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れ
て

　

い
る
方
へ
（
所
得
税
の
還
付
）

　

公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
の
合

計
額
が
４
０
０
万
円
以
下
で
あ

り
、
か
つ
、
公
的
年
金
等
に
係
る

雑
所
得
以
外
の
所
得
金
額
が
20
万

円
以
下
で
あ
る
場
合
に
は
、
所
得

税
の
確
定
申
告
は
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要
あ
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ま
せ

ん
。

　

た
だ
し
、
所
得
税
の
還
付
を
受

け
る
場
合
に
は
、
確
定
申
告
書
を

提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
確
定
申
告
が
必
要
な
い

場
合
で
あ
っ
て
も
、
住
民
税
の
申

告
が
必
要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
。

詳
し
く
は
、
役
場
税
務
課
の
賦
課

（
町
民
税
）
担
当
ま
で
お
尋
ね
く

だ
さ
い
。

日　程 対象地区 会場・受付時間
２月

鳩山町役場３階
305・306会議室

午前９時～11時
午後１時～４時

（申告の状況により
長時間お待ちいただ
くことがあります。）

16日（月）石坂一・石坂二･鳩山団地
17日（火） 松ヶ丘一・二丁目
18日（水） 松ヶ丘三・四丁目
19日（木） 楓ヶ丘一・二丁目
20日（金） 楓ヶ丘三・四丁目
23日（月） 鳩ヶ丘一・二丁目
24日（火） 鳩ヶ丘三～五丁目
25日（水） 大橋・奥田
26日（木） 須江・竹本
27日（金） 泉井・高野倉

３月
２日（月） 上熊井・下熊井
３日（火） 小　　　用
４日（水） 大　豆　戸
５日（木） 赤　　　沼
６日（金） 今　　　宿
９日（月）

～

16日（月）

全　地　区

※土・日曜日を除く

※確定申告書を提出される方は、画面の案内に従って金額等を入力すれば税額などが自動計算される ｢確定申告書等作成コー
ナー｣（http://www.nta.go.jp/）もご利用ください。

居住年月日 控除限度額

現
行

平成25年12月31日
まで

所得税の課税総所得
金額等×5％

（最高  97,500円）

改
正
後

平成26年 1月1日
から

平成26年3月31日
まで

所得税の課税総所得
金額等×5％

（最高  97,500円）

平成26年 4月 1日
から

平成29年12月31日
まで

所得税の課税総所得
金額等×7％

（最高  136,500円）
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